
長崎労働基準監督署五島駐在事務所

労務管理説明会
～働き方改革～近年の法改正の定着と今後の法改正への対応～



本日お話すること
１ 働き方改革関連法の点検

時間外労働の上限規制
労働時間の状況の把握
割増賃金率の適用猶予の見直し
年５日の年次有給休暇

２ 今後の労働時間法制の課題等
連続勤務の上限規制
法定休日の特定義務化
つながらない権利
勤務間インターバル制度の義務化

３ 労働安全衛生法の改正への対応
熱中症の重篤化の防止
治療と仕事の両立支援
高年齢労働者の労働災害防止
職場のメンタルヘルスの推進
５０人未満の事業場へのストレスチェックの義務化



令和元年
■働き方改革関連法の施行（残業時間の上限規制、年５日の年次有給、労働時間の状況の把握 等 ）

令和５年
■中小企業でも月60時間超の残業割増率を50％へ引上げ

令和６年
■労働条件の明示事項の追加（就業場所、業務変更範囲、有期契約の更新上限等の明示）
■残業の上限規制の適用猶予業種への上限規制の適用｜建設事業 自動車運転業務 医師
■裁量労働制の導入・継続手続きの追加

令和７年
□死傷病報告等労働安全衛生関係届出の原則電子の義務化 □熱中症の管理体制の強化

令和８年
□高年齢者の労働災害防止、治療と仕事の両立支援が努力義務
□（適用猶予）令和９年１０月から労働者数50人未満の事業場にもストレスチェックの実施義務

検討中
■副業・兼業の割増賃金の労働時間の通算の廃止 ■13日を超える連続勤務の禁止
■法定休日の特定 ■企業による労働時間の情報の開示 ■テレワークへのみなし労働時間制の採用
■法定労働時間週４４時間の特例措置の廃止 ■勤務間インターバルの導入の強化
■ガイドライン等によるつながらない権利の促進 等…

働き方改革関連法の施行以降の法改正｜労働関係法令一部抜粋



テーマ１
働き方改革関連法の点検



働き方改革の目的とは︖



働き方改革の目的とは︖

厚生労働省では、働き方改革を「働く方々が、個々の事情に応じた多様な働き方を
選択できる社会を実現し、働く方一人ひとりがより良い将来の展望を持てるように
すること」と位置付けています。

３つの主要な目的

長時間労働の是正
雇用形態による

不合理な待遇差の解消
多様で柔軟な
働き方の実現

過労死や健康障害を防止
し、ワークライフバラン
スを改善することが狙い
です

能力や仕事内容に応じた
公正な処遇を実現するこ
とを目指しています

育児、介護、治療などと
仕事を両立しやすい環境
づくりを進めることが目
的です

●時間外労働の上限規制
●年次有給休暇の確実な取得
●勤務間インターバル制度の
普及促進

●同一労働同一賃金の推進
●正規と非正規労働者雇用労
働者の待遇改善

●テレワークなど柔軟な働き
方の推進

●フレックスタイム制の拡充
●高度プロフェッショナル制
度の創設



時間外労働の上限規制

労働時間・休日に関する原則

法律で定められた労働時間の限度
１日８時間及び１週４０時間

法律で定められた休日
毎週少なくとも１回or４週４休

上記を超えて，時間外労働・休日労働をさせるためには
時間外協定（36協定）を締結し，所轄監督署への届出が必要です
時間外労働の上限規制（大企業2019年4月、中小企業2020年4月～）
法定労働時間
1日8時間 週40時間
法律による上限（原則）
●月45時間 ●年360時間 時間外労働のみ
法律による上限（特別条項｜年6か月まで）
●年720時間 ●複数月平均80時間
●月100時間未満 時間外労働＋休日労働



以下の事業と業務について残業の上限規制の適用が令和６年4月1日から一部特例付きで開始されました。

建設事業
建設業に属する事業の本店、支店など。
●災害の復旧・復興の事業を除き上限規制がすべて適用
●災害の復旧・復興の事業に関しては、時間外労働と休日労働の合計で月100時間未満、2~6か月平均80
時間以内とする規制は適用されない。

医師
医業に従事する医師のうち「医療提供体制の確保に必要な者」。
●令和4年1月19日付けで公布・告示された厚生労働省令及び厚生労働省告示により、具体的な上限時間等
が示された。医師の勤務先等により適用される上限時間が異なる。

自動車運転業務
トラックやタクシードライバーなど自動車を主に運転する者。
●特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間外労働の上限は年960時間
●時間外労働と休日労働の合計で月100時間未満、2~6か月平均80時間以内とする規制は適用されない

※１年間に働ける時間が200時間以上減り、勤務間インターバルが増えた ＝ 物流の2024年問題

自動車運転業務は荷待ちが長時間労働の原因になっています。荷主の事業場におかれましては荷待ち
の解消へのご理解とご協力をよろしくお願いいたします。

時間外労働の上限規制～適用猶予業種・業務



時間外労働の上限規制｜時間外協定の点検

□ 36協定を毎年提出していますか︖
36協定には有効期間があります。有効期間が切れる前に36協定を監督署に届け
出ましょう。※期間以降に時間外・休日労働がない場合は不要です。

特別条項付き36協定の場合
□ 限度時間を超えて労働させる場合における手続きを行っていますか︖
限度時間（月45時間or42時間）を超えて労働させる場合に「労働者代表に対す
る事前申し入れ」など定めた手続きを実施しましょう。

□ 限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための定
めた措置を実施していますか︖
限度時間を超えた労働者に対し、健康確保措置（36協定裏面（９）①～⑨のい
ずれか）を講じなければいけません。定めた措置を確実に実施しましょう。

1か月45時間以内への削減を求める一律の指導を見直し、各事業場が36協定で
定める健康及び福祉を確保するための措置の実施状況を重点的に確認し、確認
した状況に応じた必要な指導を行っていきます。

労働基準監督署における対応の見直し（8月19日公表）



時間外労働の上限規制｜時間外協定の点検

36協定で定める健康及び福祉を確保するための措置の実施状況とは？

ここに注目



時間外労働の上限規制｜時間外協定の点検

「限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための
措置」とは︖
以下の番号から選択し具体的な内容を定め対象労働者に措置を実施しましょう

※36協定特別条項裏面（９）記載

①労働時間が一定時間を超えた労働者に医師による面接指導を実施する
②労働基準法第３７条第４項に規定する時刻の間において労働させる回数を1箇月について
一定回数以内とする

③終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保する
④労働者の勤務状況及びその健康状況に応じて、代償休日又は特別な休暇を付与する
⑤労働者の勤務状況及びその健康状況に応じて、健康診断を実施する
⑥年次有給休暇についてまとまった日数連続して取得することを含めてその取得を推進する
⑦心とからだの健康問題についての相談窓口を設置する
⑧労働者の勤務状況及びその健康状態に配慮し、必要な場合には適切な部署に配置転換する
⑨必要に応じて、産業医等による助言・指導を受け、又は労働者に産業医等による保険指
導を受けさせる

⑩その他



労働時間の状況の把握

労働基準法では、労働時間、休日、深夜業等について規定を設けていること
から、使用者は、労働時間を適正に把握して管理する責務があります。

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

●労働者の労働日ごとの始業・終業時間を確認し、これを記録すること。

始業・終業時間の確認方法
●使用者が、自ら現認することにより確認し、適正に記録
●タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な
記録を基礎として確認し、適正に記録

●労働者による自己申告制

令和元年４月から、疲労がある月８０時間超の時間外・休日労働を行った労
働者の面接指導の実施を目的として安全衛生法に上記等による労働時間の状
況の把握が義務付けられました。



労働時間の状況把握｜労働時間管理の点検

□ 労働時間の管理を出勤簿への押印だけにしていませんか︖
労働時間は始業・終業時間を記録することとされています。出勤簿への押印の
みでは不足しています。出勤簿に時間を記録する、タイムカード等で記録する
ことなどを検討してください。

□ 労働時間を切り捨てていませんか︖
会社では労働時間の管理を１５分単位、場合によっては３０分単位で行ってい
ることがあります。しかし、この管理は終業後にタイムカードを押すまでタイ
ムラグがあり得ることなどを前提条件としています。もし終業後に１分以上で
も仕事を行っていたらその分も労働時間として取り扱わなければなりません。

□ 労働時間の自己申告制（残業のみ自己申告含む）を採用している会社で申告が
ないのに社内に残っている労働者はいませんか︖
残業を行うときには労働者に事前あるいは事後申告を行う制度を採用している
会社もあります。この制度自体に問題はありませんが、何等かの理由により申
請ができなかったことにより、いわゆるサービス残業が発生していることがあ
ります。自己申告制を採用する場合には、必要に応じて実態調査を実施し、申
告された記録が正しいか確認しましょう。



中小企業に対する割増賃金率の適用猶予見直し

令和元年4月から、中小企業の月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率
が50％になりました。

令和5年3月31日まで 令和5年4月1日から

□ 給与計算のアプリ等の割増率を更新していますか︖
給与計算ソフト等の割増率の更新漏れに注意しましょう。



年5日の年次有休暇～付与日数～

年次有給休暇の法制度
使用者は、労働者が雇入れの日から6か月間継続勤務し、その6か月間の全労
働日の8割以上を出勤した場合には、下記の表に応じた年次有給休暇を与えな
ければなりません。



年5日の年次有休暇～年５日の取得の義務～

平成３１年３月まで年休の取得について使用者に義務はありませんでしたが、
令和元年４月から法定の年休付与日数が10日以上の労働者に、年5日時季を指
定して取得させることが使用者の義務になりました。

時季指定義務のポイント

取得の勧奨（取得日を特定せずに取得勧奨を行う）→ 何もいらない
時期指定（取得日を事前に特定して取得勧奨を行う）→ 就業規則に記載
計画年休（取得日を事前に定める）→ 労使協定の締結、就業規則に記載

□ 時季指定のときに労働者の意見聴取や制度の説明をしていますか︖
時季指定には上記のとおり、労働者への事前の意見聴取が必要です。



年5日の年次有休暇～年次有給休暇管理簿～

□ 法定の項目を満たした年次有給休暇管理簿を作成していますか？
年次有給休暇管理簿は労働者ごとに
●年次有給休暇を与える時季（年休を取った日）
●年次有給休暇の取得、付与日数等（年休を何日取ったか、付与されたか）
●基準日（年休が付与された日）
を記載したものを作成し、期間中と期間の満了後３年間保存しなければいけま
せん。
＊ 管理簿は、労働者名簿または賃金台帳とあわせて調製することができます
必要なときにいつでも出力できる仕組みのシステム上で管理することも可能です



補足 労働条件の明示事項の追加

□ 労働条件通知書の項目を法改正に伴い追加していますか︖

■２０２４年４月から
就業場所・業務の「変更の範囲」
有期契約労働者の「更新上限の有無と内容」、「更新上限を新設・短縮する場
合の理由説明」、「無期転換申込機械機会の明示」「無期転換後の労働条件の
明示」が必要になりました。
■２０２６年１０月から
パート・有期雇用労働者を対象に「正社員との待遇差の内容・理由について説
明をできる」旨の明示が必要になりました。

法改正前の古い様式を使いまわしていないか確認しましょう

法改正に対応した書式例は厚生労働省の主要様式ダウンロードコーナーから
ダウンロードできます。

厚生労働省 労働条件通知書



テーマ２
今後の労働時間法制の課題



令和７年１０月の第204回労働政策審議会労働条件分科会で労働時間法制の課題が検討されました。

連続勤務の上限規制
労働基準法では「使用者は、労働者に対して、毎週少なくとも１回の休日を与えなければならない」

「週休１日制の原則は、４週間を通じ４日以上の休日を与える使用者については適
用しない」とされている。※１週１休が原則

加えて「３６協定に休日労働の条項 を設けることで、使用者は法定休日に労働をさせる

ことができる」とされている

研究会報告では「４週４休の特例を２週２休とするなど、連続勤務の最大日数をなるべく減らして
いく措置の検討に取り組むべき」

「３６協定に休日労働の条項を設け た場合も含め、精神障害の労災認定基準も踏ま
えると、２週間以上 の 連 続勤 務を 防ぐ という 観 点か ら、「１３日を超える連
続勤務をさせてはならない」旨の規定を設けるべき」とされた。

今後の労働時間法制の課題



法定休日の特定

現行法上、休日を予め特定することまでは求めておらず、通達におい て「具体的に一定の日を休日
と定める方法を規定するよう指導」する旨 が示されている。※法定休日の労働は割増賃金率３５％
→労働者から休日労働したと思っていたのに休日割増が支払われないとトラブルが発生

研究会報告では「労働者の私的生活の尊重等のために、「あらかじめ法定休日を特定すべきことを
法律上に規定」すべき」とされた。

つながらない権利

現行法令上、勤務時間外の業務上の指示や連絡に関する規制 はないが、欧州等においていわゆる
「つながらない権利」の法制化等の 取組が進められている。

研究会報告では「勤務時間外に、どのような連絡 までが許容でき、どのようなもの は拒否すること
ができることとするのか、業務方法や事業展開等を含めた総合的な社内ルールを労
使で検討していくことが必要」とされた

今後の労働時間法制の課題



勤務間インターバル制度の義務化

終業から翌日の始業までに一定の 休息時間を設ける勤務間インターバ ル制度については、現行では
労働時間等設定改善法において、「健康及び福祉を確保するために必要な終業から始業までの時間の
設定」として努力義務が課されている。

※自動車運転の業務に従事する者については自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（改善
基準告示）、医業に従事する医師については医療法において、それぞれ勤務間インターバル制度が
設けられている

研究会報告では「抜本的な導入促進と義務化を視 野に入れつつ、法規制の強化について検討する必
要がある」

「多くの企業が導入しやすい形で 制度を開始するなど、段階的に実効性を高めてい
く形が望ましい」とされた

今後の労働時間法制の課題



テーマ３
労働安全衛生法の改正への対応



令和６年 全国の建設業の型別災害発生件数労働安全衛生法等の改正の概要

治療と仕事の両立支援（※労働施策総合推進法）令和8年4月1日～

病気やけがなどで治療が必要な労働者が職場で働きながら治療を受けられる環境整備を行うもので、
今年の4月1日から措置が努力義務。
対象の病気｜がん、脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎など反復、継続して治療が必要となる疾病
制度の導入を希望する場合は長崎産業保健総合支援センターの利用を検討してください。

高年齢労働者の労働災害の防止 令和8年4月1日～

高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業
管理などの必要な措置を講ずることが今年の4月1日から努力義務。従来のエイジフレンドリーガ
イドラインから指針が示された。

職場のメンタルヘルスの推進 令和10年4月1日～

常用労働者数5 0人未満の事業場においても、ストレスチェックや高ストレス者への面接指導の実施
が義務付け。

職場における熱中症対策の強化 令和7年6月1日～
W B G T値2 8度以上又は気温3 1度以上の環境下で連続１時間以上又は1日4時間を超えて実施」が見込
まれる作業を対象に「体制整備（熱中症発生時の連絡等）」、「手順作成（作業離脱、身体冷却、
病院への搬送等）」、「関係者への周知」が昨年の6月1日から義務付け。
熱中症の防止ではなく、熱中症の重症化を防ぐことを目的とした改正。



熱中症の重篤化防止（令和７年６月１日～）

WBGT２８度位以上又は気温３１度以上の環境下で連続１時間以上又は１日４時間
を超えて実施が見込まれる作業を対象に以下を義務付け

法改正の概要

見つける 判断する 対処する

● 熱中症を生じるおそれがある作業（※）を行う際に
①「熱中症の自覚症状がある作業者」
②「熱中症のおそれがある作業者を見つけた者」
がその旨を報告するための体制（連絡先や担当者）を事業場ごとにあらかじめ定め、
関係作業者に対して周知すること。

● 熱中症を生じるおそれのある作業を行う際に
①作業からの離脱
②身体の冷却
③必要に応じて医師の診察又は処置を受けさせること
④事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等
など、熱中症の症状の悪化を防止するために必要な措置に関する内容や実施手順
を事業場ごとにあらかじめ定め、関係労働者対して周知すること。

熱中症の法改正の基本的な考え方



熱中症の重篤化防止（令和７年６月１日～）

長崎労働局では法改正に対応した手順書を作成しているのでご活用を



治療と仕事の両立支援の義務化

職場における治療と仕事の両立を促進するために必要な措置を講じる
ことが今年の４月１日から努力義務になりました。
治療と仕事の両立支援とは︖
病気やけがなどで治療が必要な労働者が、職場で働きながら治療を
受けられる環境整備を行うことです。

対象の病気
がん、脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎など反復・継続して治療が必要
となる疾病が対象です。

背景
診断技術や治療方法の進歩により、「不治の病」とされていた疾病
でも生存率が向上し、「長く付き合う病気」に変化しつつあり、病気
になってすぐ離職が当てはまらなくなってきています。
また、仕事が忙しいなどの理由で通院を中断する労働者もいて社会的
課題となっています。



治療と仕事の両立支援の流れ

①仕事に関する情報の提供

②主治医意見の提供
③主治医意見の提出

④産業医等の意見聴取

⑤両立支援プランの策定

⑧職場復帰プランの策定

⑦休業制度、復帰手順等の説明

働く人（患者） 医師・医療機関

企業・事業者
休業を要する休業を要しない

⑥両立支援プランの実行

両立支援の申し出



高年齢労働者の労働災害防止

４月から高年齢労働者（６０歳以上）の労働災害防止が推奨から責務へ
これまで「エイジフレンドリーガイドライン（高年齢労働者の安全と健康確保」で推奨されてきた内
容が、努力義務（安衛法第６２条の２）として位置づけられ、今後は「高齢者の労働災害防止のための
指針」に基づく取り組みが必要です。

指針で示された取り組むべきこと

安全衛生管理体制の確立 職場環境の改善 健康や体力の状況の把握 健康や体力に応じた対応
安全衛生教育

高齢者の労働災害の傾向

●令和５年の死傷者（休業４日以上）に占める６０歳以上の割合の約２６％は、雇用者数割合約
２１％に対して高くなっている（参考資料：令和６年死傷病報告、令和６年度版高齢社会白書）
●令和６年の６０歳以上の年齢階層別死傷年千人率は３．５で６０歳未満の平均１．９４より高い
＝６０歳以上の労働者は６０歳未満の労働者と比較して約１．８倍災害に遭う確率が高い。
●脚力、バランス、歩行能力の低下から「転倒」、「墜落・転落」災害が多い
●災害が発生した場合、休業日数が長期化しやすい



目的

職場のメンタルヘルスの推進｜ストレスチェック制度

労働者にストレスへの気づきを促し、ストレスの原因となる職場の環境改善
につなげ、労働者のメンタルヘルス不調の未然防止を図ること。
実施の流れ
①ストレスチェックの実施
・医師、保健師等によるストレスチェックの実施。労働者は質問票に回答。

②結果の通知
・個人の結果は実施者から本人に直接通知される。
（結果は本人の同意がないと事業者に開示されない）

・結果の集団的分析を行った場合、その結果は事業者に提供される。
（個人特定を防ぐため集団規模が１０人以上のとき）

③高ストレス者の面接指導
・高ストレスと判断された労働者に実施者が医師の面接を勧奨し、本人が
希望すれば面接指導を実施。

・事業者は医師からの意見に基づき、必要に応じて就業上の措置（就業
場所の変更、作業の転換など）。



事業場が感じるストレスチェック制度の効果

ストレスチェック制度の効果
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メンタルヘルスケアに理解ある
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職 場 の 雰 囲 気 の 改 善

メンタルヘルス不調者の減少

長 時 間 労 働 者 の 減 少
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離 職 者 の 減 少

け が や 事 故 の 減 少

生 産 性 の 向 上

会 社 の 利 益 の 向 上

●事業者は、「社員のヘルスケアへの関心度
の高まり」や「メンタルヘルスに理解のあ
る職場風土の醸成」を効果として感じてい
る。

●事業者のメリットとして、メンタルヘルス
不調による休職・離職の予防、生産性の向
上、職場の雰囲気の向上の効果がみられる。

●文献調査では集団分析を実施し、職場環境
改善に活用し、労働者のストレス反応に有
意な改善がみられた。

●ヒアリングで、継続的にストレスチェック
に取り組んだ結果、実施以前と比べてメンタ
ルヘルス不調者が５分の１に減少したという
事業者もいた。

●労働者からのアンケートの回答では半数以
上がストレスチェックの効果として「自身
のストレスを意識することになった」と
回答。

ストレスチェック制度の効果検証に係る調査等事業



令和６年 全国の建設業の型別災害発生件数さいごに ～魅力ある職場～
従業員にとって働きやすく働きがいのある 「魅力ある職場」では、従業員 の働く意欲、業績、生産
性向上や人材確保に効果があることが調査で明らか になっています。

・自己の役割・貢献・評価を確認できる、正当
に評価される

・自己の成長実感、会社の将来性と自己の将来
展望がある

・会社への帰属意識・連帯感
・会社・上司との間に信頼関係がある、人間関
係のストレスが大きくない

・職務満足感

労働者の意識

雇用管理の結果


